
�愛媛県告示第２８５号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号）第９条第１項の規定に基づき、次のとおり特定希少野

生動植物を指定する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第２８６号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号。以下「条例」という。）第１９条第１項の規定に基づき、

次のとおり特定希少野生動植物保護区を指定する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 特定希少野生動植物保護区の名称

片上地区カスミサンショウウオ保護区

２ 指定の区域

今治市波方町樋口字大平乙２０６番１地先の区域（区域図のとお

り）

３ 指定に係る特定希少野生動植物

カスミサンショウウオ

４ 指定の区域の保護に関する指針

� カスミサンショウウオの生息のために確保すべき条件

カスミサンショウウオは、今治市の一部にしか生息していな

い特定希少野生動植物である。

当該区域におけるカスミサンショウウオの生息のためには、

水量の確保及び水質の保全が必要である。

� 生息条件を維持するための環境管理の指針

カスミサンショウウオの生息条件である水量の確保及び水質

の保全のため、事業者及び県民は、当該区域のカスミサンショ

ウウオの保全に努めるとともに、各種行為が水量、水質など生

息環境に著しい影響を及ぼすことのないよう配慮するものとし、

次のとおり生息環境の適切な管理を行うものとする。

ア 工作物の設置は行わないこと。ただし、水路及び既存施設

の維持管理に必要な施設並びにカスミサンショウウオの保護

管理のための施設の設置については、この限りでない。

イ 現状の地形の維持を図るため、土地の形質の変更は行わな

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 特定希少野生動植物の指定………………………………………………１７２

○ 特定希少野生動植物保護区の指定（６件）……………………………１７２

○ 医療機関の指定……………………………………………………………１７５

○ 指定医療機関の廃止の届出………………………………………………１７６

○ 介護機関（居宅介護事業者）の指定……………………………………１７６

○ 介護機関（介護予防事業者）の指定……………………………………１７６

○ 指定介護機関（居宅介護事業者）の変更………………………………１７７

○ 指定介護機関（居宅介護支援事業者）の変更…………………………１７７

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等…………………………………１７７

○ 愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の一部改正………………………１７８

○ 公有水面埋立免許…………………………………………………………１８０

○ 公有水面埋立工事のしゅん功認可………………………………………１８０

○ 都市計画事業の事業計画の変更認可……………………………………１８１

○ 建築基準法に基づく指定確認検査機関の指定の一部改正……………１８１

○ 建築基準法に基づく指定構造計算適合性判定機関の指定の一部改

正……………………………………………………………………………１８１

○ 開発行為に関する工事の完了……………………………………………１８２

○ 市営土地改良事業の施行の関係書類の縦覧（２件）…………………１８２

○ 道路の区域変更（県道鳥井喜木津線）…………………………………１８２

○ 道路の区域変更（県道城川梼原線）……………………………………１８２

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………１８３

○ 道路の区域変更（県道一本松城辺線）…………………………………１８３

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………１８３

公 告

○ 特定非営利活動法人の設立の認証の申請の公告………………………１８４

正 誤

○ 平成２１年１月１３日付け第２０３０号愛媛県告示第７３号（瀬戸内海環境

保全特別措置法第８条による特定施設の構造等の変更の許可申請

の概要）中…………………………………………………………………１８４

告 示

種名（区分）

カスミサンショウウオ（両生類）

ダルマガエル（両生類）

ハッチョウトンボ（昆虫類）

コガタノゲンゴロウ（昆虫類）

ハマビシ（高等植物）

ミズスギナ（高等植物）

トキワバイカツツジ（高等植物）

サギソウ（高等植物）

クマガイソウ（高等植物）

フクジュソウ（高等植物）

シコクカッコソウ（高等植物）

ウンラン（高等植物）

チョウジガマズミ（高等植物）
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いこと。ただし、水路及び既存施設の維持管理並びにカスミ

サンショウウオの保護管理のために必要な土地の形質の変更

については、この限りでない。

ウ 現状の地形及び地質の維持を図るため、鉱物の採掘及び土

石の採取は行わないこと。ただし、あらかじめ知事に届け出

た学術研究目的であって、現存するカスミサンショウウオの

生息に支障を及ぼさない小規模な土石の採取については、こ

の限りでない。

エ 現状の地形の維持を図るため、水面の埋立ては行わないこ

と。

オ 生息条件の維持のため、カスミサンショウウオの繁殖期の

始めから幼生の水中生活が終わるまでの間は、水路の水位又

は水量に著しい増減を生じさせるような行為は行わないこと。

ただし、農林業を営むために必要な水位又は水量の増減並び

に災害に備えた水路及び既存施設の維持管理並びにカスミサ

ンショウウオの保護管理に必要な水位又は水量の増減につい

ては、この限りでない。

カ 当該区域内に生息し、又は生育する野生動植物以外の個体

であって、カスミサンショウウオの生息に影響を及ぼすおそ

れのある動植物を放ち、若しくは植栽し、又はその種をまく

行為は行わないこと。特に、カスミサンショウウオの生息を

阻害するおそれのあるミシシッピアカミミガメ及びアメリカ

ザリガニを放たないこと。

� 留意事項

�アただし書、イただし書、ウただし書及びオただし書に定
める行為を行うに当たっては、カスミサンショウウオの生息状

況に十分配慮し、当該行為によるカスミサンショウウオへの影

響を最小限に抑えるよう努めること。

５ 立入制限地区

立入制限地区は指定しない。

（「区域図」は、省略し、その図面は、愛媛県県民環境部環境局

自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総務県民

室に備えて公衆の縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第２８７号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号。以下「条例」という。）第１９条第１項の規定に基づき、

次のとおり特定希少野生動植物保護区を指定する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 特定希少野生動植物保護区の名称

宅間地区カスミサンショウウオ保護区

２ 指定の区域

今治市宅間字ヨシヲシ乙２２７番２地内の区域（区域図のとおり）

３ 指定に係る特定希少野生動植物

カスミサンショウウオ

４ 指定の区域の保護に関する指針

� カスミサンショウウオの生息のために確保すべき条件

カスミサンショウウオは、今治市の一部にしか生息していな

い特定希少野生動植物である。

当該区域におけるカスミサンショウウオの生息のためには、

水量の確保及び水質の保全が必要である。

� 生息条件を維持するための環境管理の指針

カスミサンショウウオの生息条件である水量の確保及び水質

の保全のため、事業者及び県民は、当該区域のカスミサンショ

ウウオの保全に努めるとともに、各種行為が水量、水質など生

息環境に著しい影響を及ぼすことのないよう配慮するものとし、

次のとおり生息環境の適切な管理を行うものとする。

ア 工作物の設置は行わないこと。ただし、水路及び既存施設

の維持管理に必要な施設並びにカスミサンショウウオの保護

管理のための施設の設置については、この限りでない。

イ 現状の地形の維持を図るため、土地の形質の変更は行わな

いこと。ただし、水路及び既存施設の維持管理並びにカスミ

サンショウウオの保護管理のために必要な土地の形質の変更

については、この限りでない。

ウ 現状の地形及び地質の維持を図るため、鉱物の採掘及び土

石の採取は行わないこと。ただし、あらかじめ知事に届け出

た学術研究目的であって、現存するカスミサンショウウオの

生息に支障を及ぼさない小規模な土石の採取については、こ

の限りでない。

エ 現状の地形の維持を図るため、水面の埋立ては行わないこ

と。

オ 生息条件の維持のため、カスミサンショウウオの繁殖期の

始めから幼生の水中生活が終わるまでの間は、水路の水位又

は水量に著しい増減を生じさせるような行為は行わないこと。

ただし、農林業を営むために必要な水位又は水量の増減並び

に災害に備えた水路及び既存施設の維持管理並びにカスミサ

ンショウウオの保護管理に必要な水位又は水量の増減につい

ては、この限りでない。

カ 当該区域内に生息し、又は生育する野生動植物以外の個体

であって、カスミサンショウウオの生息に影響を及ぼすおそ

れのある動植物を放ち、若しくは植栽し、又はその種をまく

行為は行わないこと。特に、カスミサンショウウオの生息を

阻害するおそれのあるミシシッピアカミミガメ及びアメリカ

ザリガニを放たないこと。

� 留意事項

�アただし書、イただし書、ウただし書及びオただし書に定
める行為を行うに当たっては、カスミサンショウウオの生息状

況に十分配慮し、当該行為によるカスミサンショウウオへの影

響を最小限に抑えるよう努めること。

５ 立入制限地区

立入制限地区は指定しない。

（「区域図」は、省略し、その図面は、愛媛県県民環境部環境局

自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総務県民

室に備えて公衆の縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第２８８号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号。以下「条例」という。）第１９条第１項の規定に基づき、

次のとおり特定希少野生動植物保護区を指定する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 特定希少野生動植物保護区の名称

台地区ダルマガエル保護区

２ 指定の区域

今治市大三島町台５３０番３地内の区域（区域図のとおり）

愛 媛 県 報平成２１年３月６日 第２０４５号
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３ 指定に係る特定希少野生動植物

ダルマガエル

４ 指定の区域の保護に関する指針

� ダルマガエルの生息のために確保すべき条件

ダルマガエルは、今治市の一部にしか生息していない特定希

少野生動植物である。

当該区域におけるダルマガエルの生息のためには、水量の確

保及び水質の保全が必要である。

� 生息条件を維持するための環境管理の指針

ダルマガエルの生息条件である水量の確保及び水質の保全の

ため、事業者及び県民は、当該区域のダルマガエルの保全に努

めるとともに、各種行為が水量、水質など生息環境に著しい影

響を及ぼすことのないよう配慮するものとし、次のとおり生息

環境の適切な管理を行うものとする。

ア 工作物の設置は行わないこと。ただし、水路及び既存施設

の維持管理に必要な施設並びにダルマガエルの保護管理のた

めの施設の設置については、この限りでない。

イ 現状の地形の維持を図るため、土地の形質の変更は行わな

いこと。ただし、水路及び既存施設の維持管理並びにダルマ

ガエルの保護管理のために必要な土地の形質の変更について

は、この限りでない。

ウ 現状の地形の維持を図るため、水面の埋立ては行わないこ

と。

エ 生息条件の維持のため、ダルマガエルの繁殖期の始めから

幼生の水中生活が終わるまでの間は、水路の水位又は水量に

著しい増減を生じさせるような行為は行わないこと。ただし、

農業を営むために必要な水位又は水量の増減並びに災害に備

えた水路及び既存施設の維持管理並びにダルマガエルの保護

管理に必要な水位又は水量の増減については、この限りでな

い。

オ 当該区域内に生息し、又は生育する野生動植物以外の個体

であって、ダルマガエルの生息に影響を及ぼすおそれのある

動植物を放ち、若しくは植栽し、又はその種をまく行為は行

わないこと。特に、ダルマガエルの生息を阻害するおそれの

あるミシシッピアカミミガメ及びアメリカザリガニを放たな

いこと。

� 留意事項

�アただし書、イただし書及びエただし書に定める行為を行
うに当たっては、ダルマガエルの生息状況に十分配慮し、当該

行為によるダルマガエルへの影響を最小限に抑えるよう努める

こと。

５ 立入制限地区

立入制限地区は指定しない。

（「区域図」は、省略し、その図面は、愛媛県県民環境部環境局

自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総務県民

室に備えて公衆の縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第２８９号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号。以下「条例」という。）第１９条第１項の規定に基づき、

次のとおり特定希少野生動植物保護区を指定する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 特定希少野生動植物保護区の名称

庄内地区ハッチョウトンボ保護区

２ 指定の区域

西条市旦之上乙１番１２地内の区域（区域図のとおり）

３ 指定に係る特定希少野生動植物

ハッチョウトンボ

４ 指定の区域の保護に関する指針

� ハッチョウトンボの生息のために確保すべき条件

ハッチョウトンボは、西条市の一部にしか生息していない特

定希少野生動植物である。

当該区域におけるハッチョウトンボの生息には、水量の確保

並びに水質及び植生の保全が必要である。

� 生息条件を維持するための環境管理の指針

ハッチョウトンボの生息条件である水量の確保並びに水質及

び植生の保全のため、事業者及び県民は、当該区域のハッチョ

ウトンボの保全に努めるとともに、各種行為が水量、水質など

生息環境に著しい影響を及ぼすことのないよう配慮するものと

し、次のとおり生息環境の適切な管理を行うものとする。

ア 工作物の設置は行わないこと。ただし、既存施設の維持管

理に必要な施設及びハッチョウトンボの保護管理のための施

設の設置については、この限りでない。

イ 現状の地形の維持を図るため、土地の形質の変更は行わな

いこと。ただし、既存施設の維持管理及びハッチョウトンボ

の保護管理のために必要な土地の形質の変更については、こ

の限りでない。

ウ 現状の地形及び地質の維持を図るため、鉱物の採掘及び土

石の採取は行わないこと。ただし、あらかじめ知事に届け出

た学術研究目的であって、現存するハッチョウトンボの生息

に支障を及ぼさない小規模な土石の採取については、この限

りでない。

エ 現状の地形の維持を図るため、水面の埋立ては行わないこ

と。

オ 生息条件の維持のため、湿地の水位又は水量に著しい増減

を生じさせるような行為は行わないこと。

カ 木竹の伐採は行わないこと。ただし、ハッチョウトンボの

生息に支障を及ぼしている木竹の除去については、この限り

でない。

キ 踏み付け等によりハッチョウトンボの生息に支障を及ぼす

おそれがあるため、車馬の乗り入れは行わないこと。

ク 当該区域内に生息し、又は生育する野生動植物以外の個体

であって、ハッチョウトンボの生息に影響を及ぼすおそれの

ある動植物を放ち、若しくは植栽し、又はその種をまく行為

は行わないこと。特に、ハッチョウトンボの幼虫を捕食する

アメリカザリガニを区域内に放たないこと。

ケ 殺虫剤及び除草剤は散布しないこと。

コ 火入れ及びたき火は行わないこと。

� 留意事項

�アただし書、イただし書、ウただし書及びカただし書に定
める行為を行うに当たっては、ハッチョウトンボの生息状況に

十分配慮し、当該行為によるハッチョウトンボへの影響を最小

限に抑えるよう努めること。

５ 立入制限地区

立入制限地区は指定しない。

愛 媛 県 報平成２１年３月６日 第２０４５号
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（「区域図」は、省略し、その図面は、愛媛県県民環境部環境局

自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総務県民

室に備えて公衆の縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第２９０号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号。以下「条例」という。）第１９条第１項の規定に基づき、

次のとおり特定希少野生動植物保護区を指定する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 特定希少野生動植物保護区の名称

織田ヶ浜ハマビシ保護区

２ 指定の区域

今治市東村一丁目甲８５９番３０地先の区域（区域図のとおり）

３ 指定に係る特定希少野生動植物

ハマビシ

４ 指定の区域の保護に関する指針

� ハマビシの生育のために確保すべき条件

ハマビシは、今治市の一部にしか生育していない特定希少野

生動植物である。

当該区域におけるハマビシの生育には、砂浜の保全が必要で

ある。

� 生育条件を維持するための環境管理の指針

ハマビシの生育条件である砂浜の保全のため、事業者及び県

民は、当該区域のハマビシの保全に努めるとともに、各種行為

が地形、地質など生育環境に著しい影響を及ぼすことのないよ

う配慮するものとし、次のとおり生育環境の適切な管理を行う

ものとする。

ア 工作物の設置は行わないこと。ただし、ハマビシの保護管

理のための施設の設置については、この限りでない。

イ 現状の地形の維持を図るため、土地の形質の変更は行わな

いこと。ただし、ハマビシの保護管理のために必要な土地の

形質の変更については、この限りでない。

ウ 現状の地形及び地質の維持を図るため、鉱物の採掘及び土

石の採取は行わないこと。

エ 現状の地形の維持を図るため、水面の埋立て及び干拓は行

わないこと。

オ 踏み付け等によりハマビシの生育に支障を及ぼすおそれが

あるため、車馬の乗り入れは行わないこと。

カ 火入れ及びたき火は行わないこと。

� 留意事項

�アただし書及びイただし書に定める行為を行うに当たって
は、ハマビシの生育状況に十分配慮し、当該行為によるハマビ

シへの影響を最小限に抑えるよう努めること。

５ 立入制限地区

立入制限地区は指定しない。

（「区域図」は、省略し、その図面は、愛媛県県民環境部環境局

自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総務県民

室に備えて公衆の縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第２９１号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号。以下「条例」という。）第１９条第１項の規定に基づき、

次のとおり特定希少野生動植物保護区を指定する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 特定希少野生動植物保護区の名称

織田ヶ浜ウンラン保護区

２ 指定の区域

今治市東村三丁目甲５８２番地先の区域（区域図のとおり）

３ 指定に係る特定希少野生動植物

ウンラン

４ 指定の区域の保護に関する指針

� ウンランの生育のために確保すべき条件

ウンランは、今治市の一部にしか生育していない特定希少野

生動植物である。

当該区域におけるウンランの生育には、砂浜の保全が必要で

ある。

� 生育条件を維持するための環境管理の指針

ウンランの生育条件である砂浜の保全のため、事業者及び県

民は、当該区域のウンランの保全に努めるとともに、各種行為

が地形、地質など生育環境に著しい影響を及ぼすことのないよ

う配慮するものとし、次のとおり生育環境の適切な管理を行う

ものとする。

ア 工作物の設置は行わないこと。ただし、ウンランの保護管

理のための施設の設置については、この限りでない。

イ 現状の地形の維持を図るため、土地の形質の変更は行わな

いこと。ただし、ウンランの保護管理のために必要な土地の

形質の変更については、この限りでない。

ウ 現状の地形及び地質の維持を図るため、鉱物の採掘及び土

石の採取は行わないこと。

エ 現状の地形の維持を図るため、水面の埋立て及び干拓は行

わないこと。

オ 踏み付け等によりウンランの生育に支障を及ぼすおそれが

あるため、車馬の乗り入れは行わないこと。

カ 火入れ及びたき火は行わないこと。

� 留意事項

�アただし書及びイただし書に定める行為を行うに当たって
は、ウンランの生育状況に十分配慮し、当該行為によるウンラ

ンへの影響を最小限に抑えるよう努めること。

５ 立入制限地区

立入制限地区は指定しない。

（「区域図」は、省略し、その図面は、愛媛県県民環境部環境局

自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総務県民

室に備えて公衆の縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第２９２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

西 之 端 薬 局 有限会社
西 之 端 薬 局 新居浜市中萩町１番５号 平成２０年

１２月２４日

愛 媛 県 報平成２１年３月６日 第２０４５号

１７５
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�愛媛県告示第２９３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２９４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２９５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

中 萩 薬 局 株式会社
ア ガ ス ト 新居浜市中萩町２番３号 平成２１年

１月１日

在宅専門みどり
クリニック

医療法人
みどりクリニッ
ク

新居浜市北内町四丁目１０
番７９号

平成２１年
１月１日

せいだ循環器内
科

医療法人
せいだ循環器内
科

新居浜市横水町２番５１号 平成２１年
１月１日

チェリー薬局垣
生店

有限会社
チェリー薬局

新居浜市垣生一丁目７番
２１号

平成２１年
２月１日

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

西 之 端 薬 局 有限会社
西 之 端 薬 局 新居浜市中萩町１番５号 平成２０年

１２月２４日

中 萩 薬 局 株式会社
ア ガ ス ト 新居浜市中萩町２番１号 平成２１年

１月１日

在宅専門みどり
クリニック 小 野 拓 也 新居浜市北内町四丁目１０

番７９号
平成２１年
１月１日

せいだ循環器内
科 清 田 正 夫 新居浜市横水町２番５１号 平成２１年

１月１日

真 木 薬 局 真 木 ゆり子 新居浜市若水町１－９－
６

平成２０年
１２月３１日

お が た 薬 局 有限会社
お が た 薬 局 大洲市若宮４９６番地２ 平成２１年

１月１０日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社うらら 四国中央市三島金子一丁目５
番５号 うらら訪問介護サービス 四国中央市三島中央三丁目１７

－１８ 平成２１年１月１５日

株式会社たかちほ 西予市宇和町上松葉１６５番地
１ デイサービスセンター明浜館 西予市明浜町高山甲６８８番地 平成２０年１２月１日

有限会社岡本薬局 今治市伯方町有津甲２３３７番地
２ 今治おかもと薬局 今治市南高下町三丁目２番１０

号 平成２１年１月１３日

株式会社花みかん 広島県広島市中区昭和町８番
１５－７０１号

訪問看護ステーション花みか
ん

伊予郡松前町昌農内６１３番地
４ 平成２１年２月１日

株式会社たかちほ 西予市宇和町上松葉１６５番地
１ グループホームもみの木 西予市宇和町上松葉１６５番地

１ 平成２１年２月９日

有限会社別当 宇和島市別当五丁目３番２号 グループホームわたしの青空 南宇和郡愛南町城辺乙６９６番
１０ 平成２１年２月１６日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人福寿会 四国中央市川之江町長須７１３
番地 川之江荘 四国中央市川之江町長須７１３

番地 平成２０年１１月２８日

有限会社うらら 四国中央市三島金子一丁目５
番５号 うらら訪問介護サービス 四国中央市三島中央三丁目１７

－１８ 平成２１年１月１５日

株式会社たかちほ 西予市宇和町上松葉１６５番地
１ デイサービスセンター明浜館 西予市明浜町高山甲６８８番地 平成２０年１２月１日

有限会社岡本薬局 今治市伯方町有津甲２３３７番地
２ 今治おかもと薬局 今治市南高下町三丁目２番１０

号 平成２１年１月１３日

愛 媛 県 報平成２１年３月６日 第２０４５号

１７６
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�愛媛県告示第２９６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業を行う事業所

の所在地が次のように変更された。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２９７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の居宅介護支援事業を行

う事業所の所在地が次のように変更された。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２９８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

イオンモール新居浜 新居浜市前田町８番
８号

大規模小売店舗内の店舗面積
の合計 ４２，００４� ３８，１５８� 平成２１年

１０月１８日
平成２１年
２月１７日

駐車場の位置及び収容台数 ３，３４５台 ２，７００台

駐輪場の位置 ６箇所 ６箇所

株式会社花みかん 広島県広島市中区昭和町８番
１５－７０１号

訪問看護ステーション花みか
ん

伊予郡松前町昌農内６１３番地
４ 平成２１年２月１日

株式会社たかちほ 西予市宇和町上松葉１６５番地
１ グループホームもみの木 西予市宇和町上松葉１６５番地

１ 平成２１年２月９日

有限会社別当 宇和島市別当五丁目３番２号 グループホームわたしの青空 南宇和郡愛南町城辺乙６９６番
１０ 平成２１年２月１６日

医療法人肱嵐会 大洲市長浜甲１７６番地 医療法人肱嵐会石村病院 大洲市長浜甲１７６番地 平成２１年２月１６日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社ワードアイ 今治市玉川町別所甲９３－３ おかげさん

（変更後）
今治市玉川町別所甲９３－３

平成２０年７月２２日
（変更前）
今治市東村五丁目８－３５

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社ワードアイ 今治市玉川町別所甲９３－３ おかげさん

（変更後）
今治市玉川町別所甲９３－３

平成２０年７月２２日
（変更前）
今治市東村五丁目８－３５

愛 媛 県 報平成２１年３月６日 第２０４５号

１７７
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駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ６箇所 ７箇所 平成２１年

２月１７日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第２９９号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平成２１年１月２６日以降に利子補給承認される漁業近代化資金について適用し、同

日前に利子補給承認された漁業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

漁業近代化資金の種類 利子補給率 漁業近代化資金の種類 利子補給率

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ
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し付ける

場合

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

し付ける

場合

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年６

厘５

毛

年６

厘５

毛

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年７

厘

年７

厘

４～６ 省略 ４～６ 省略

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年６

厘５

毛

年６

厘５

毛

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年７

厘

年７

厘
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�愛媛県告示第３００号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規定によ

り、次のように埋立てを免許した。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

西予市

西予市宇和町卯之町三丁目４３４番地１

代表者 西予市長 三好幹二

西予市宇和町山田２０６１番地

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

西予市三瓶町周木字コテイ島８番耕地４２４番５から同８番

耕地４２４番１３までの地先公有水面

イ 区域

次の１点から５点までを順次直線で結んだ線並びに５点と

１点とを結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋２．３０メ

ートル）の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（西予市三瓶町周木字コテイ島８番耕地４２４番１地先

の堤内の金属鋲）は、北緯３３度２２分１８秒、東経１３２度２３分１４

秒の地点

１点は、基点から真北３５度５６分１１秒１２４．９３メートルの地点

２点は、１点から真北１１０度２１分１８秒５．７４メートルの地点

３点は、２点から真北２００度０９分２６秒３０．００メートルの地

点

４点は、３点から真北２３０度３９分２６秒４５．１８メートルの地

点

５点は、４点から真北３３１度４６分２４秒７．１５メートルの地点

ウ 面積

４６２．８１平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

西予市三瓶町周木字コテイ島８番耕地４２４番１から同１番

耕地３２１番２７までの地先公有水面及び陸域

イ 区域

次の１点から１５点までを順次直線で結んだ線並びに１５点と

１点とを直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（西予市三瓶町周木字コテイ島８番耕地４２４番１地先

の堤内の金属鋲）は、北緯３３度２２分１８秒、東経１３２度２３分１４

秒の地点

１点は、基点から真北３５度００分１５秒１５３．７１メートルの地点

２点は、１点から真北９４度１５分３０秒５６．０３メートルの地点

３点は、２点から真北２３３度３６分１０秒６．４５メートルの地点

４点は、３点から真北２００度０９分２６秒８１．９７メートルの地

点

５点は、４点から真北２３５度３３分３２秒１２０．０９メートルの地

点

６点は、５点から真北３５１度１４分０２秒５８．６５メートルの地

点

７点は、６点から真北４６度４５分０７秒２０．４９メートルの地点

８点は、７点から真北５７度０３分３８秒１４．７３メートルの地点

９点は、８点から真北５５度１９分４５秒１０．０３メートルの地点

１０点は、９点から真北５０度１９分４８秒７．５４メートルの地点

１１点は、１０点から真北４８度０３分４５秒９．８１メートルの地点

１２点は、１１点から真北４３度１３分１５秒８．２７メートルの地点

１３点は、１２点から真北３３度０９分１０秒７．４９メートルの地点

１４点は、１３点から真北２６度０３分３０秒１１．７１メートルの地点

１５点は、１４点から真北１９度３８分１０秒１６．０８メートルの地点

ウ 面積

９，４９４．０７平方メートル

３ 埋立地の用途

漁港施設用地

４ 埋立免許年月日

平成２１年２月２５日

�������
�愛媛県告示第３０１号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、西条市役所において告

示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成２１年３月６日

東予港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

西条市

西条市明屋敷１６４番地

代表者 西条市長 伊藤 宏太郎

西条市大町２４４番地４

２ 埋立区域

� 位置

２工区

西条市大新田２７５番、同市壬生川１１０８番及び１１０９番１の地先

公有水面

� 区域

２工区

次の各地点のうち６の地点から９の地点までを順次に結んだ

線及び６の地点と９の地点を結ぶ昭和４５年９月２４日付け愛媛県

指令港第４４８号で竣功許可された埋立地と公有水面との境界線

（Ｄ．Ｌ．＋３．８５メートルにより決定）により囲まれた区域、

１０の地点から７０度４９分５０秒２２．００メートル地点を円心とする半

径２２．００メートルの円周で１０の地点と１１の地点とを結ぶ西側の

円弧、１１の地点から１４の地点までを順次に結んだ線並びに１０の

地点と１４の地点とを結ぶ昭和４３年６月１７日付け愛媛県指令港第

３１３号で竣功許可された埋立地と公有水面との境界線（Ｄ．Ｌ

８ 省略 ８ 省略

愛 媛 県 報平成２１年３月６日 第２０４５号
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．＋３．８０メートルにより決定）によりそれぞれ囲まれた区域

基点（西条市大新田２７２番地富士紡績四等三角点）は、北緯

３３度５６分３７秒７２６９、東経１３３度０５分３５秒０４８８の地点

６の地点は、基点から真北３８度２０分２８秒３３９．９８メートルの地

点

５の地点は、６の地点から真北６２度５９分０４秒３４．６０メートル

の地点

７の地点は、５の地点から真北１５２度５０分１４秒１２５．８８メート

ルの地点

８の地点は、７の地点から真北１８９度３０分５９秒４．１８メートル

の地点

９の地点は、８の地点から真北２２６度１１分２５秒３５．１０メート

ルの地点

１０の地点は、基点から真北６７度５５分２８秒２９７．０７メートルの地

点

１１の地点は、１０の地点から真北１３度２９分４８秒２３．７６メートル

の地点

１２の地点は、１１の地点から真北４６度１１分２７秒３４．０３メートル

の地点

１３の地点は、１２の地点から真北１５２度５６分３５秒３６．３０メート

ルの地点

１４の地点は、１３の地点から真北２２６度０９分５５秒４３．６０メート

ルの地点

� 面積

２工区 ６，４０４．４７平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１０年９月７日 愛媛県指令港第１３０号

４ しゅん功認可年月日

平成２１年３月６日

�������
�愛媛県告示第３０２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、松山広域都市計画道路事業３・４・６９土手内中西外線及び３・

４・７１河原下難波線（松山市施行）の事業計画の変更を次のように

認可した。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

平成１５年３月１８日から

平成２３年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

なし

�愛媛県告示第３０３号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７７条の２１第２項の規定により指定確認検査機関から確認検査の業務を行う事務所の所在地の変更

の届出があったので、建築基準法に基づく指定確認検査機関の指定（平成１５年６月愛媛県告示第１３４４号）の一部を次のように改正し、平成

２１年４月１日から施行する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

４ 確認検査の業務を行う事務所の所在地 ４ 確認検査の業務を行う事務所の所在地

名 称 事務所の所在地 名 称 事務所の所在地 確認検査の業務を行う区域

本社 愛媛県松山市宮田町１８６番地４ 本社 愛媛県松山市宮田町

１８６番地４

愛媛県の全域

東予支店 愛媛県西条市神拝甲２７６番地４

南予支店 愛媛県大洲市東大洲４５９番地３ 東予支店 愛媛県西条市神拝甲

２７６番地４

今治市、新居浜市、西条市

及び四国中央市の全域

�愛媛県告示第３０４号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７７条の３５の５第２項の規定により指定構造計算適合性判定機関から構造計算適合性判定の業務を

行う事務所の所在地の変更の届出があったので、建築基準法に基づく指定構造計算適合性判定機関の指定（平成１９年６月愛媛県告示第１１７２

号）の一部を次のように改正し、平成２１年４月１日から施行する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

愛 媛 県 報平成２１年３月６日 第２０４５号
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�愛媛県告示第３０６号
西予市から協議のあった市営土地改良事業（農業用用排水施設整

備事業・池野々地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良

法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同

法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２１年３月６日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・池野々地区）

計画書の写し

� 西予市営土地改良事業分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成２１年３月９日から４月６日まで

３ 縦覧場所

西予市役所城川総合支所

�������
�愛媛県告示第３０７号
西予市から協議のあった市営土地改良事業（農業用道路整備事業・

池野々地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法第８条

第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２１年３月６日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（農業用道路整備事業・池野々地区）計画

書の写し

� 西予市営土地改良事業分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成２１年３月９日から４月６日まで

３ 縦覧場所

西予市役所城川総合支所

改 正 後 改 正 前

２ 構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地 ２ 構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地

名 称 事務所の所在地 名 称 事務所の所在地

省略 省略

東予支店 省略 東予支店 省略

南予支店 愛媛県大洲市東大洲４５９番地３

�愛媛県告示第３０５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２１年３月６日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�愛媛県告示第３０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２０中局建（開）第６０号

平成２１年２月１９日
東温市田窪字門田８６７番１

東京都港区虎ノ門四丁目３番１号

メタウォーター株式会社

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 鳥井喜木津線
西宇和郡伊方町二見字加利畑乙１３８０番３から

同町九町字アラカヤ２番耕地１０７番２まで

旧 １３．０～４２．０ ０．１４５

新 １０．５～２３．５ ０．１４５

愛 媛 県 報平成２１年３月６日 第２０４５号
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平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３１０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 城川梼原線
西予市城川町土居１２７６番４から

同町土居１２６５番２まで

旧 １３．０～２１．６ ０．１８０

新 １３．０～２０．０ ０．１８０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 城川梼原線
西予市城川町土居１２７６番４から

同町土居１２６５番２まで
平成２１年３月６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 一本松城辺線 南宇和郡愛南町上大道１０５５番

旧 ５．６～１４．６ ０．０８８

新 ８．２～６０．５ ０．０６９

〃 〃 南宇和郡愛南町上大道１０６４番５

旧 ４．０～７．０ ０．０８６

新 ６．２～９１．０ ０．０７３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 一本松城辺線 南宇和郡愛南町上大道１０５５番 平成２１年３月６日

〃 〃 南宇和郡愛南町上大道１０６４番５ 〃

愛 媛 県 報平成２１年３月６日 第２０４５号

１８３



公 告

正 誤

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２１年３月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�正 誤

平成２１年１月１３日付け第２０３０号愛媛県告示第７３号（瀬戸内海環境保全特別措置法第８条による特定施設の構造等の変更の許可申請の概要）

中

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２１年２月２３日 特定非営利活動法人
大好き中島瀬戸内の再会桜 山 � 八 生 愛媛県松山市小浜１４６番地１ この法人は、過疎化・高齢化する愛媛県松山市

の諸島の中島及び、その周辺地域において、桜
の植樹・育樹等の観光資源の整備活動及び特産
品の開発支援・広報活動等を行なうことで、地
域の活性化を図り、ひいては市民が安心して明
るく生活していける社会の実現に寄与すること
を目的とする。

ページ 箇 所 誤 正

４８

７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態
の通常の値及び最大の値並びに汚水等の１
日当たりの量欄
� 第１排水口表中

処 理 前 処 理 後 変 更 前 変 更 後

同欄
� 第２排水口表中 処 理 前 処 理 後 変 更 前 変 更 後

同表中
水素イオン濃度（水素指数）
処理後欄

通常 ６．０～８．７

最大 ６．０～８．７

通常 ６．０～８．６

最大 ６．０～８．６

４９

同表中
窒素含有量（単位１リットルにつきミリグラ
ム）
処理前欄

通常 ５．８ 通常 １０．０

平成２１年３月６日 発行
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